
国民健康保険、後期高齢者医療保険、介護保険

　以下のフロー図で、あなた（あなたの世帯）が新型コロナウイルス感染症の影響による国民健康保険税、

後期高齢者医療保険料、介護保険料の特例減免の対象となるかどうかを確認いただくことができます。

ただし、このフロー図で「減免できる」とされる場合でも、状況によっては減免の対象とならない場合も

ありますので、詳しくは担当課までご確認ください。

※事業収入、不動産収入、山林収入又は給与収入の

　いずれかが令和元年と比べ減収が見込まれる場合

主たる生計維持者とは原則として世帯主のことです。

ただし、住民票上の同一世帯であれば、申請者の申出で

主たる生計維持者（後期高齢医療、介護保険の場合は世帯主以外の被保険者も可。）とすることができます。

　主たる生計維持者(世帯主)の令和元年中の合計所得金額が 1,000万円以下

（介護保険料の場合は「はい」に進んでください）

　主たる生計維持者(世帯主)の令和元年中の減少が見込まれる

事業収入等に係る所得以外の所得が 400 万円以下

減免できる（全部もしくは一部） 減免できない

新型コロナウイルス感染症の影響による減免の簡易フロー

はい

いいえ

主たる生計維持者(世帯主)が新型コロナウイルス感染症の影響を受けた

主たる生計維持者(世帯主)が新型コロナウイルス感染症で死亡・重篤な傷病を負った

　主たる生計維持者(世帯主)の事業収入等の減少率※が前年に比べ 30％以上

で、減少した事業の令和元年中の所得がゼロ又はマイナス（赤字）でない

申請に必要な書類や申請方法については市ＨＰをご覧いただくか、担当課へ電話

でお問い合わせください。

〇国民健康保険税に関すること 税務課 67-1760（内線724）

〇後期高齢者医療保険料に関すること 市民課 67-1760（内線745）

〇介護保険料に関すること 健康福祉課 67-8605（内線633）


